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　　い，
　④　証券会社（ジョバー，ブローカー）は，閉鎖的なシングルキャパシティ
　　制度の中にあり，生命保険業務への参入はない，
が最近の動きである。
　　　　　　　　　　　　（付表）　レギュレーショソＹ
　　１．貸付の実行とサービスを行なう会社（消費者信用，クレジット・カード，
　　　不動産抵当貸付，商工業ファイナンス，ファタタリングなど）の経営
　　2.インダストリアル・バンク（要求払預金以外の預金の受入れと商工業貸出
　　　も行なうもの）の経営………州法上の認可を受けた場合のみ
　　3.信託業務の兼営
　　4.投資・財務顧問業務
　　5.リース業務
　　6.地域社会の福祉向上のための会社・プロジェクトヘの出資または投資
　　7.データ処理業務（処理するデータは，金融，銀行，経済に関連するデータ
　　　に限る）
　　8.信用供与関連の保険の代理店・ブローカー業務
　　9.信用生命・損害・疾病保険の引受業務（銀行持株会社もしくはその子会社
　　　自身が行なう信用供与に直接関連する場合に限る）
　10.小切手，証券類等の使送便サービス業務
　11.預金金融機関に対する経営コンサルタント業務（人材派遣，株式所有がな
　　　い先に限る）
　12.小額送金為替，Ｔ／Ｃの発行・販売，国債の販売
　13.不動産および動産の鑑定業務
　14.商工業不動産開発プロジェクトのファイナンス仲介業務
　15.証券ブローカー業務
　16.政府証券，短期金融市場証券等の引受・ディーリング業務
　17.外国為替に関するアドバイスおよび処理サービス
　18.金融先物ブローカー業務
　19.金融先物と先物オプションに関する投資アドバイス業務
　20.個人の財務相談業務
　21.税務相談業務
　22.小切手保証業務
　23.支払期限の過ぎた売掛金勘定の取立代理業務
　24.信用照会サービス業務
　　　　　　　　　　　　　　　－50（67）－
　イギリスの銀行法（1979年制定，87年改正）には，銀行本体が取り扱いうる
業務範囲・内容を規定する条文はないので，原理的には銀行本体での生命
保険参入が可能であると思われる。しかし，銀行・証券関係がそうである
ように，イギリスでは業務の棲み分けが実体的に行なわれており，
　①　クリアラーズは，別会社形式により，以前から生命保険業務に参入
　　している。たとえば, Barclays Bank はBarclays Insurance を傘下に
　　持ち，生命保険業務を行なっている，
　②　８８年１２月, Lloyds Bank はBlack Horse Life やLloyds Bank
　　Insurance Service （保険ンローカー）等の子会社を生保大手のAbbey
　　Lifeに合併させ，さらにAbbey Life をLloyds Bank 本体に合併させ
　　て，生命保険業務を行なっている，
　③　マーチャント・バンクの保険会社の所有など（ハンブロ銀行にょるハ
　　ンブロ保険会社の所有，ビル・サミュエル銀行によるビル・サミュエル保険会
　　社の所有），別会社形態での保険参入が行なわれ，銀行系保険会社は多
　　　　　　　（表２）アメリカとイギリスの生命保険事業比較
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することは可能である。すなわち，本体での他業進出はできないが，子会
社・持株会社形態での他業進出には禁止規定が保険会社にはなく，証券・
金融サービス業，不動産事業等に参入している。銀行業務参入は銀行法上
イングランド銀行の認可を要し，証券業務については貿易産業省の認可が
必要である。
　保険会社以外の会社は，本体での生命保険業務を営むことはできない
　（保険会社法第16条の反対解釈）。　しかし，本体での保険販売は可能である。
また，子会社・持株会社により生命保険業務を行なうことを禁止する規定
はなく，大手銀行は100％子会社，ジョイントべンチャーの形態で生保業
務に参入している。
　②　生命保険会社の銀行・証券業務進出
　保険法によって，本体による他業進出はできない。しかし，
　①　川上持株会社により，他業に進出することは原則的に可能である
　　が，銀行業務を関連会社で展開している保険グループは現状ではな
　　い，
　②　イングランド銀行は，保険グループによる銀行業務参入に審査を厳
　　格にしており，実質的に参入困難である，
　③　クリアラーズ，マーチャント・バンクとの資本提携は一部である，
　④　住宅金融組合(building society)とは，ローンと保険の組合わせなど
　　の面で，従来より補完・提携関係を維持している，
　⑤　証券業務への進出はほとんどないが，保険会社の子会社での参入例
　　として, Gardian Royal Exchange の子会社であるAquis, Compass両
　　証券があるものの，投資管理業務が主である，
ことが見られる。
　（3）銀行・証券会社の生命保険業務進出
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プホールといわれるものであったが, FRBの不認可は銀行の保険業務進
出に歯止めをかけた感もある。シティは連邦最高裁に提訴しており，判決
が注目される。
　④　カリフォルニア州の場合
　1988年11月の住民投票においてプロポジション103が可決され，州法銀
行に対して保険販売が認可されることになった。その後，保険会社から違
憲訴訟が出されたが，州最高裁で却下され，州内大手銀行は保険販売の準
備を進めているという。
　また，ニューヨーク，マサチュセッツ，コネチカットの若州において
は，相互貯蓄銀行（ＭＳＢ）に保険販売を認めている。
［1-2］イギリスの金融制度における生命保険事業
　（1）現状
　イギリスでは，1870年に最初に保険監督法である「生命保険会社法」が
制定され，1973年にＥＣ加盟に伴う74年改正など幾度かの改正を経て，82
年保険会社法になり，現行法となっている。従来，金融機関に対する規制
が比較的自由で，生命保険についても「公示自由主義」が採られていた。
現在は，契約者保護を目的とする日本，アメリカ，西ドイツ流の「実体的
監督主義」が採られている。監督当局は貿易産業省である。
　82年法の第16条には他業禁止規定があって，保険事業に関する活動また
はその目的のための活動を除き本体での他業は禁止されている。元来他業
禁止の規定はなかったが，ＥＣ加盟に伴うＥＣ指令により，1981年から他
業禁止になった（同様に生損保の兼営禁止もなかったが，ＥＣの兼営禁止方針に
よって82年法で兼営禁止となった。しかし，それまで兼営していた会社，再保険の
みの会社は兼営可能）。ただし，株式会社形感の生命保険会社は（イギリスの
生保会社284社中264社は株式会社形感，残りは相互会社形感），自社を子会社と
する上部持株会社である川上持株会社を設立し，その子会社で他業に参入
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は反対し，「競争衡平法」（87年）のモラトリアム規定違反で提訴し，88年１
月高裁判決で違法判断がなされた。
　マーチャント・ナショナリズム・コープは，「競争衡平法」のモラトリア
ムが88年３月までであることから再申請を行ない，89年３月ＦＲＢはこれ
を認可した。その根拠は，レギュレーションＹの例外規定である
“Operating Subsidiary Rule”であるといわれる。このルールによれば，銀
行持株会社の傘下の州法銀行であっても，買収ないし保有しようとしてい
る会社の業務について，その州の州法銀行に本体で認可されているもので
あれば，ＢＨＣ法に基づくＦＲＢの認可なしに，子会社としてを買収または
保有できるということになる。これに対し，保険業界はＢＨＣ法違反で提訴
し，90年９月最高裁はＦＲＢの認可の判断を支持する判断を示した。
　③　デラウェア州の場合
　デラウェア州は，90年５月に州法銀行にすべての保険引受，販売を認可
し，州外販売つまり全国的な販売を認可した（Bank and Trust Company
InsurancePower Ａｃt）。ただし，保険業務は州法銀行別部門ないし子会社で
行なう。シティ・コープはデラウェア州に銀行子会社を保有しており，
ファミリー・ガーディアン・インシュアランスをその銀行子会社に衣替え
させ，保険販売を行なうことをＦＲＢに申請した。これに対し，保険業界
が反対し, FRBに差し止め請求を行なった。その結果, FRBはＢＨＣ法違
反とし，申請を却下した（90年９月）。デラウェア州の場合，保険業務は別
部門または子会社でしか認めないので，同州の州法銀行が直接営める業務
とはいえない。さきのレギュレーションＹの例外規定である“Operating
Subsidiary Rule”の必要条件を満たしていないとしたのである。デラウェ
ア州において，州外の銀行には同州での保険販売を認めていないにもかか
わらず，事実上州外銀行が他の49州での保険販売が可能になってしまうと
いう新たなループホールになることが問題になったのである。
　このように，デラウェア州の法律は，銀行の保険業務進出の新たなルー
　　　　　　　　　　　　　　－54（63）－
は，連邦準備非加盟も可で，行政監督は州政府がほとんどであるため，財務省や連
邦準備の規制のループホールとなる存在といえる）。
　この銀行の保険業務進出に保険業界は反対し，1982年のガーン＝セント
ジャーメイン法が成立したのである。ところが，この82年法には例外規定
があり，グランドンァザー条項として，71年１月１日以前の保険代理店業
務（制限なし), 82年５月１日以前保険代理店業務（制限あり）を認可した。
　シティ・コープは，83年７月サウスダコタ州のAmerican State Bank
of Rapid Cityを買収し，保険販売を全米ベースで行なうことをＦＲＢに申請
した。これに対し, FRBは85年８月に「ノー」と判断した。ＡＳＢＲＣは，
従業員数28名，総資産1,750万ドルで，実質的に銀行とはいえず,シティ・
コープの保険子会社とＦＲＢは判断したのである。すなわち, ASBRCは
　「銀行法上の銀行」だが, BHC法上は非銀行なので（ＢＨＣ法の「銀行でない
銀行I an institutionthat qualifiesas ａ“bank” は，銀行たる資格がないので，
ＢＨＣ法の制限を受ける），ＢＨＣ法の適用を受け保険業務を禁止される6）。つま
り，シティの買収しようとした銀行は銀行業務よりも保険業務が主である
から，保険子会社になってしまうため，ＢＨＣ法上の非銀行子会社に該当
し, BHC法の適用を受けることになるわけである。
　②　マーチャント・ナンョナル・コープの場合
　1986年10月に，インディアナ州のＢＨＣであるMerchant National
Corp.はAnderson Bank （1916年以来保険業務を実施）とMid State Bank
　（85年に保険代理店業者を買収）を買収し，保険業務への進出を企図し，
ＦＲＢに認可申請した（インディアナ州は州法銀行に別部門でなく，本体での保険
販売を認めている）。 87年９月にＦＲＢはこれを認可した。　しかし，保険業界
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また，各州保険法の規制が適用され，本体参入はできない，生保の販売は
州保論法によるエージェント資格の獲得を条件に可能とされる。子会社・
持株会社方式による参入は州の保険監誓言の承認を条件に可能である。
　メリルリンチは支店で保険販売を実施しているし，エクイタブルとの提
携で生保商品の代理店販売を行なっているほか，ファミリーライフを子会
社として所有し，保険業務に参入している。
　（5）いくつかの事例
　①　サウスダコタ・ループホール
　アメリカの制度改革は，各金融機関が連邦準備（ＦＲＢ）などの規制当局
に業務の認可申請を行ない，これをＦＲＢが認可すれば業務拡大になるが，
利害関係の他業態が法律違反と考えると訴訟を起こし，判決によって業務
拡大が決定する，というパターンをとるのが一般的である。銀行持株会社
　（ＢＨＣ）のグループ・バンキングによる州際業務禁止のマックファーデン
法の回避や，単一銀行持株会社による非銀行業務への参入などが銀行に
よって行なわれた。単一銀行持株会社によって，銀行は保険業務に1970年
までは自由に参入していたのである。単―銀行持株会社は，1956年銀行持
株会社法の適用除外であったからである（さらに，銀行持株会社法は保険業務
に触れていなかった。 82年のガーン＝セントジャーメイン法によってＢＨＣ法が改正
され，保険業務が原則禁止となった）。
　先のように，特定の場合に保険業務への参入が認められているが，これ
までいくつかのループホールがあった。その有名なものがサウスダコタ・
ループホールである。
　1980年３月12日サウスダコタ州政府は，州法銀行に保険業務を認可し，
他州の銀行持株会社の銀行設立を認可した（ただし，銀行業務には営業所など
の制限がついていた）。サウスダコタの州法銀行を使えば，保険会社と同等
の業務を銀行が営業できることになったのである（前述のように，州法銀行
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　②　総資産5,000万ドル以下の小規模銀行持株会社による保険の引き受
　　け・販売，
　③　人口5,000人以下の町での保険の販売，
である。
　また，州法銀行はその監督権限は州に属しており，いかなる保険業務を
認めるかは各州監督当局の判断によることになる。したがって，銀行持株
会社の傘下の州法銀行は銀行持株会社法で禁止されている業務であって
も，銀行持株会社法は州法銀行には適用されないので，州法で認められた
業務については本体で行なうことができる5）。
　（最近の動向）
　最近の動向は，
　①　1980年代に，生命保険業務への参入を部分的に認めようとする法案
　　が相次いで提出されたが，不成立に終わった，
　②　87年オレゴン州では，銀行業務と保険業務を厳密に区分することを
　　条件に，州法銀行や銀行持株会社による広範な保険業務の営業を認
　　可，
　③　シティバンクは，生命保険会社と提携して，支店窓口やダイレクト
　　メールで生命保険を販売している（サウスダコタ・ループホール問題），
　④　90年５月デラウェア州は，州法銀行にすべての保険の引き受けと販
　　売（全米向け）を認可する法律を成立させた，
などがある。
　（4）証券会社の生命保険業務への進出
　証券会社の生命保険業務への進出は，基本的には規制する法律がないの
で，個別にＳＥＣの認可が要件である（投資家保護の観点から審査は厳しい）。
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　持株会社形態での参入については，ニューヨーク州保険法では持株会社
の業種・その傘下会社の業務について制限なく，異業種の会社による保険
会社の支配は認可さえあれば可能である（子会社についても同様。カリフォル
ニア州法でもほぼ同様）。
　銀行の生命保険業務進出については，州法により州法銀行の生命保険業
務への参入が認められている。 1987年４月現在，銀行に保険の引受を認可
している州は５州（銀行子会社で１州，株式投資の権限により事業支配をする形
で２州。規定が明確でないので，不明確な州がこのほかに２州ある），代理店を許
可している州は23州である（うち，子会社での認可は４州，人口5,000人未満の
市町村にのみ認可の州は８州，限定付き認可１州）。なお，82年５月以前に保険
販売業務に従事あるいは認可を取得していた銀行が，既得権を認められて
取り扱っている例もある4）。
　マックファデン法による州際業務禁止のループホールとして，銀行持株
会社が設立されたことはよく知られ，1956年銀行持株会社法が制定された。
ところが，単一銀行持株会社には開法が適用されなかったので，単一銀行
持株会社（OBHC）による業務に自由化がアメリカで進み，保険業務も自由
に行なわれた。そこで，1970年銀行持株会社法改正によって，０ＢＨＣも銀
行持株会社法の適用になり，1982年ガーン＝セントジャーメイン法による
銀行持株会社法改正でＢＨＣの保険業務は原則禁止となった。この結果，
ＢＨＣはレギュレーションＹの変更によって（付表参照），以下の業務のみ可
能となった。したがって，連邦法は国法銀行の銀行持株会社の子会社に保
険業務を原則として認めていない。しかし，次の場合に保険業務の取り扱
いが認可されている。すなわち
　①　信用供与に直接関連した保険の引き受け・販売，
－58（59）－
　　ようにＮＯＷ勘定による資金調達にした(エトナ，エクイタブルもノンバ
　　ンク・バンク形態で追随)2)。
　②　1987年金融機関競争力衡平法では，生命保険会社の新たな銀行業務
　　進出を停止した。ただし，既にあるノンバンク・バンクは既得権とし
　　て営業している。
　③　経営不振に陥っているＳ＆Ｌの買収の動きがあり，10社ほどの生命
　　保険会社がＳ＆Ｌを所有し，預金業務を行なっている。
　④　多くの生命保険会社は，証券業務に魅力を感じており，子会社によ
　　る証券業務，とりわけ証券ブローカー業務への進出を図っている。
　⑤　1981年にプルデンシャルはベーチェ証券を買収した。
　⑥　1985年にジョン・ハンコックがジェトロ・アンド・カンパニーを買
　　収し，以降10件を超える買収が行なわれている3)。
　これらの動きとどの程度関連があるか不明だが，いわゆる｢保険の危
機｣が生じており，業務の多角化が損害保険会社の経営危機に影響しない
か危惧されている。
　(3)銀行の生命保険業務進出
　(一般的状況)
　ニューヨーク州保険法では，保険事業を免許制とし，生命保険会社本体
の他業禁止を規定しているが，これは異業種の会社が本体で生命保険事業
を営む事を禁止したものと解釈される(カリフォルニア州保険法では他業禁止
規定はない)。
－59（58）－
　　した投資顧問業務，投資管理業務等，e.以上に当然または必然に付随する事
　　業，である）。［もう一つの典型といわれるカリフォルニア州法では，生
　　命保険，年金，健康傷害保険，賠償保険，労災保険，公衆運送人保
　　険，訴訟費用保険，基金積立協定，再保険を認めているが，他業を禁
　　止する規定はない。］
　④　生命保険会社の子会社形態では，「銀行類似業務」（連邦もしくは州法
　　に基づく商業銀行・信託会社・株式会社組織の貯蓄貸付組合等の業務）を除
　　く業務が，一定範囲可能とされている（ニューヨーク州保険法では，子会
　　社について1983年改正後広義の銀行以外のすべての業務が可能になっている。
　　持株会社についての業務制限はない）。［カリフォルニア州法では，子会社
　　・持株会社を通じて行なう業務を制限する規定は存在せず，投資に関
　　する量的制限が存在するのみである1）。］
　（2）生命保険会社の銀行業務・証券業務への進出
　生命保険会社は，連邦法レベルでは本体で銀行・証券業務を兼営できな
い。州法レべルでも原則的には兼営禁止といえよう。しかし,ノンバンク・
バンクの形態で実質的に銀行業務への進出が行なわれている。具体的に
は，次のような動きがある。
　①　1983年プルデンシャルはキャピタルシティ・バンクを買収し，要求
　　払預金を放棄して，銀行持株会社法の「銀行」の規定をクリアし（銀行
　　持株会社法では，「銀行」としてdemand deposit を受け入れ, commercial
　　loanに運用する金融機関と定義している），Ｓ＆Ｌ（ノンバンク・バンク）の
－60（57）－
行，証券，信託，保険の相互乗り入れを持株会社方式か，子会社方式で認
めている。
　　　　　　（表１）各国金融制度の比較（銀行から見た規制の状況）
［1-1］アメリカの金融制度における生命保険事業
　（1）現状
　アメリカの金融制度は，２元的制度といわれ,銀行制度はdual banking
といわれるように，連邦法準拠のnational bank と州法準拠のstate
bankとが併存する。これは，監督当局の守備範囲の違いでもあるほかに，
連邦準備制度という中央銀行制度への加盟という制度の根幹部分におい
て, nationalbank は強制加盟であるのに対し, state bankは任意加盟とい
うような取り扱いの違いを発生せしめている。この２元的制度は，生命保
険会社についても同様である。それらを列挙しておこう。
　①　連邦レべルでは，マッカラン・ファーガンン法（1945年）が全国的性
　　格をもつ分野について規制していること。
　②　州レベルでは，各州がそれぞれの州保険法に基づき規制しており，
　　実質的な業務規制は州法によって行なわれていること。
　③　州保険法の規範法典はニューヨーク州法（1906年）で,生命保険･年
　　金業務などのほか，投資顧問業務・投資管理業務など本来の業務に必
　　然的に付随する業務を除き，一切他の業務を営んではならないと規定
　　している（本体での他業禁止。可能な業務は，ａ.生命保険,年金，傷害・健康
　　保険，b.再保険，c.基金積立協定(funding agreement), d.分離勘定を条件と
　　　　　　　　　　　　　　－61（56）－
1992年ＥＣ市場統合時における相互主義の適用に触発されていることは局
知である。さらに，規制緩和や通信技術の発展などに起因する金融の証券
化による銀行業務と証券業務との境界線が不明確になるという構造的な変
化が，制度改革に拍車をかけている。従来の業務分野規制では，金融証券
化という構造変化に耐えられない問題を含んでいるからである。
　本稿では，各業態の金融機関がリテール業務に進出していること，とく
に都市銀行等の大手金融機関の動向を念頭に置き，リテールとしての生命
保険事業を考察する。保険が単なる保障機能だけでなく，貯蓄機能そして
世代間資産トランスファーにおいて重要な機能を果たし，労働所得のヘッ
ジ機能だけでなくストックのヘッジ機能をももち，生涯生活設計の中心に
位置付けられるからである。とくに，諸外国における金融制度ないしその
制度改革において，生命保険事業および生命保険会社がいかなる状況にあ
るかをサーベイし，日本の制度改革における生命保険会社について論じる
上での一助としたい。
　　1.諸外国の金融制度における生命保険事業
　諸外国の金融制度における生命保険事業・生命保険会社の取り扱いは。
ニバーサル型（兼営型）と分業型に大別される。生命保険事業の特殊性か
らか，本体での兼営型は少なく，生命保険業務のもつ意義は各国共通であ
る。　したがって，分業型が主流であるが，厳格に分業しているタイプは少
なく，特殊会社ないし子会社など何かしらの形で他業態との相互乗り入れ
を行なっている。たとえば，アメリカの金融制度改革では，銀行と証券の
垣根の見直しが進行しているが，その中で保険業務も銀行に認める方向で
検討されている。とくに，銀行持株会社は銀行のみならず，保険会社も保
有することが検討されているし，一つの持株会社が翼下に証券，銀行保険
の子会社を抱え，すべての金融サービス業務を行なおうという金融持株会
社の動きすらある。カナダでは，1987年６月に金融制度改革を行ない，銀
　　　　　　　　　　　　　　－62（55）－
　　0.はじめに
　金融の自由化・グローバル化の進む中で，金融機関はリテール業務への
進出を行なっている。　リテール業務といっても，個人・小口取引という範
躊だけではなく，中小企業取引それもスモール・マーケットだけでなく，
ミドル・マーケットをも含む場合がある。都市銀行のリテールといって
も，ミドル・マーケットであり，個人取引といっても，富裕な個人層とい
うものである。したがって，リテールを一括りに議論することはできない。
しかし，リテールの柱として信託や保険といった業務が注目されている。
個人の生涯生活設計において不可欠の要素であり，世代間の資産トランス
ファーにおいても不可欠の要素であるからである。
　このような，市場の変化を受けて金融制度改革の議論がかまびすしい。
金融取引に国境がなくなり，より有利な取引条件・制度・法制・税制など
を求めて資金フローは動き，これを情報通信技術の革新が加速している。
さらに，国際金融市場への進出は，収益機会の多様化でもあり，リスクの
分散化にもなるほか，国際社会での責任の分担にもなるので，望ましいと
される。
　金融のグローバル化かもたらすある種の問題は，金融の空洞化である。
海外部門が伸びることは，海外での調達・運用が国内よりも有利・安全・
容易だからかもしれないが，何よりも日本の巨大な間接投資を吸収できる
市場はニューョーク位だから，為替リスクなどがあるものの海外に進出し
ていく。しかし，このように国内で資金調達・運用しないことは，国内金
融市場に閑古鳥が鳴くという金融の空洞化を招く懸念がある。そのような
懸念は，一部の海外進出企業かもしれないが，海外に出ていくのは，信用
度の高い超一流企業であろう。
　金融の自由化・グローバル化の進行は，各国の金融制度を標準化する効
果をもつ。　日本における金融制度の見直しでも，「国際性」が重視され。
　　　　　　　　　　　　　　― 63 (54)一
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